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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧縮機構と凝縮器と冷却器用膨張手段と熱交換器である冷却器が順次環状に接続されて
成る冷凍サイクルを循環する冷媒と前記熱交換器において熱交換される流体の前記熱交換
器入口側温度を計測する第１の温度計測手段と、
　前記流体の前記熱交換器出口側温度を計測する第２の温度計測手段と、
　前記第１の温度計測手段が計測した流体の前記熱交換器入口側温度と流体の目標熱交換
器出口側温度との差を、前記流体の前記熱交換器入口側温度と前記第２の温度計測手段が
計測した流体の前記熱交換器出口側温度との差で割って算出された比率に、現在の圧縮機
能力を乗じて得た値を目標圧縮機能力として、この目標圧縮機能力に基づいて前記圧縮機
の能力を制御する制御器と
　を備えたことを特徴する温度調整装置。
【請求項２】
　前記制御器は、圧縮機の回転数を変更することにより圧縮機能力を制御することを特徴
とする請求項１に記載の温度調整装置。
【請求項３】
　負荷に応じて圧縮機を容量制御するアンロード機構を備え、
　前記制御器は、前記アンロード機構を用いて圧縮機の能力を制御することを特徴する請
求項１または請求項２に記載の温度調整装置。
【請求項４】
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　圧縮機の回転数変更を行なう周波数変換器を備え、
　前記制御器は、前記周波数変換器を用いて圧縮機の能力を制御することを特徴とする請
求項２に記載の温度調整装置。
【請求項５】
　圧縮機構と凝縮器と冷却器用膨張手段と熱交換器である冷却器が順次環状に接続されて
成る冷凍サイクルを循環する冷媒と前記熱交換器において熱交換される流体の前記熱交換
器入口側温度を計測する第１の温度計測手段と、
　前記流体の前記熱交換器出口側温度を計測する第２の温度計測手段と、
　前記第１の温度計測手段が計測した流体の前記熱交換器入口側温度と流体の目標熱交換
器出口側温度との差を、前記流体の前記熱交換器入口側温度と前記第２の温度計測手段が
計測した流体の前記熱交換器出口側温度との差で割って算出された比率に、現在の周波数
を乗じて得た値を目標周波数として、この目標周波数に基づいて前記圧縮機の能力を制御
する制御器と
　を備えたことを特徴する温度調整装置。
【請求項６】
　前記制御器は、圧縮機能力の制御の際、算出された目標圧縮機能力へ向けて徐々に圧縮
機能力を制御する請求項１～５のいずれか１項に記載の温度調整装置。
【請求項７】
　前記制御器は、圧縮機能力の制御の際、算出された目標圧縮機能力と現在の圧縮機能力
の差が、予め設定された上限目標圧縮機能力変化幅より大きい場合は、目標圧縮機能力の
変化幅を上限目標圧縮機能力変化幅とするまたは、予め設定された下限目標圧縮機能力変
化幅より小さい場合は、目標圧縮機能力の変化幅を下限目標圧縮機能力変化幅とすること
を特徴とする請求項６に記載の温度調整装置。
【請求項８】
　前記制御器は、流体の熱交換器出口側温度が目標温度に到達すると、圧縮機能力を一時
的に固定し、次の圧縮機能力判定周期にて目標圧縮機能力を算出されると、圧縮機能力の
制御を再開することを特徴とする請求項６又は請求項７に記載の温度調整装置。
【請求項９】
　前記制御器は、目標温度付近かつ目標温度を含む所定の温度範囲を不感帯領域として予
め設定し、流体の熱交換器出口側温度が前記不感帯領域外から不感帯領域内に到達すると
、圧縮機能力の制御を終了することを特徴とする請求項６～８のいずれか１項に記載の温
度調整装置。
【請求項１０】
　前記制御器は、目標温度付近かつ前記不感帯領域を含む所定の温度範囲をディファレン
シャル領域を予め設定し、流体の熱交換器出口温度がディファレンシャル領域外からディ
ファレンシャル領域内に到達すると、圧縮機能力を一時的に固定し、次の圧縮機能力判定
周期にて目標圧縮機能力を算出されると、圧縮機能力の制御を再開することを特徴とする
請求項９に記載の温度調整装置。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の温度調整装置を備えたことを特徴とする冷凍サ
イクル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流体の温度制御に係り、特に装置の運転範囲の拡大と、安定した連続運転を
可能とする温度調整装置およびこの温度調整装置を備えた冷凍サイクルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の技術として、発熱体の熱負荷を吸収して冷凍装置に戻ってきた冷水を冷却するた
め、インバータにより冷凍サイクルの圧縮機の運転周波数を制御して冷凍能力の容量制御
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を行い、常に安定した温度の冷水を供給する方式が知られている。（特許文献１参照）
　また、運転周波数の制御方法として、サンプリング周期毎に冷水温度と冷水設定温度と
の偏差を算出し、予め定めてある制御定数の比例定数Ｋｐ及び積分定数Ｋｉを用いて今回
の偏差と前回の偏差との差より周波数変化量を演算し、前回の周波数に周波数変化量を加
算して今回の運転周波数を求め、インバータへ出力して温度制御する方法が提案されてい
る。前記方式において、冷水温度または冷水設定温度によって、制御定数の比例定数Ｋｐ
及び積分定数Ｋｉを切換える方法が提案されている。（特許文献２参照）
【０００３】
【特許文献１】特開平２－４１６５号公報
【特許文献２】特開平６－１８０１５２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献1の冷凍装置は、負荷から戻ってくる冷水の戻り冷水温度又は負荷へ供給する
冷水温度に基づきインバータの出力周波数が制御され、その値に応じて圧縮機の運転周波
数を制御して圧縮機能力を制御し、負荷との間を循環する冷水を設定温度に冷却する方式
であるが、この方式はインバータの出力周波数を制御する制御定数について考慮されてお
らず、負荷の特性、冷水の流速、保有水量及び負荷へ供給する冷水の冷水設定温度等の運
転条件が変わると冷水温度を一定に保てなくなり、ハンチングを起こすおそれがあるとい
う課題があった。
　また特許文献２の冷凍装置にあっては、制御定数の比例定数Ｋｐ及び積分定数Ｋｉを予
め決定する必要がある。制御定数の算出方法として"ジーグラ・ニコルスの過渡応答法"な
ど種々の方式が提案されているが、いずれの方式も過渡応答を計測して制御定数を決定す
るため、または算出された制御定数で全ての運転範囲について不具合が生じないか確認す
るために実機試験が必要であった。
　そしてこれらの制御定数決定のために行なわれる実機試験の工数が大きいという課題が
あった。
【０００５】
　本発明の第１の目的は、広範囲な運転条件で流体の温度制御を可能にすること、第２の
目的は、運転中に運転条件が変化しても流体温度を即座に安定した状態となるように制御
すること、第３の目的は、制御定数決定にあたって行なわれる実機試験の工数を削減する
ことのできる温度調整装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る温度調整装置は、圧縮機構と凝縮器と冷却器用膨張手段と熱交換器である
冷却器が順次環状に接続されて成る冷凍サイクルを循環する冷媒と熱交換器において熱交
換される流体の熱交換器入口側温度を計測する第１の温度計測手段と、流体の熱交換器出
口側温度を計測する第２の温度計測手段と、第１の温度計測手段が計測した流体の熱交換
器入口側温度と流体の目標熱交換器出口側温度との差（以下、目標温度差と称す）を、流
体の熱交換器入口側温度と第２の温度計測手段が計測した流体の熱交換器出口側温度との
差（以下、現在温度差と称す）で割って算出された比率（以下、目標能力比と称す）に、
現在の圧縮機能力を乗じて得た値を目標圧縮機能力として、この目標圧縮機能力に基づい
て圧縮機の能力を制御する制御器とを備えたものである。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明に係る温度調整装置は、圧縮機構と凝縮器と冷却器用膨張手段と熱交換器である
冷却器が順次環状に接続されて成る冷凍サイクルを循環する冷媒と熱交換器において熱交
換される流体の熱交換器入口側温度を計測する第１の温度計測手段と、流体の熱交換器出
口側温度を計測する第２の温度計測手段と、第１の温度計測手段が計測した流体の熱交換
器入口側温度と流体の目標熱交換器出口側温度との差を、流体の熱交換器入口側温度と第
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２の温度計測手段が計測した流体の熱交換器出口側温度との差で割って算出された比率に
、現在の圧縮機能力を乗じて得た値を目標圧縮機能力として、この目標圧縮機能力に基づ
いて圧縮機の能力を制御する制御器とを備えたものである。
　したがって、第１に現在温度差を用いて容量制御を行なうので、広範囲な運転条件で流
体温度制御が可能となる。第２に現在温度差を用いて容量制御を行なうので、運転中に運
転条件が変化しても流体温度を即座に安定した状態となるように制御する。第３に現在温
度差を用いて容量制御を行なうので、予め制御定数を決定する必要がなくなり、制御定数
決定のための実機試験が不要となるという効果を奏す。
【０００８】
実施の形態１．
　図１はこの発明の実施の形態１における圧縮機式冷凍装置の構成図である。
　図1において、圧縮機１０の冷媒出口側には（冷媒の流れは図面上時計回りに循環する
）、凝縮器３が接続されている。凝縮器３の冷媒出口側には冷却器用膨張手段４と接続さ
れている。冷却器用膨張手段４の出口側には冷却器５が接続され、冷却器５の冷媒出口側
には圧縮機１０の吸込口が接続されている。以上の構成によって冷凍サイクルが構成され
ている。
　また冷却器冷水入口側に冷媒と熱交換する前の冷水の温度を検知する温度計測手段４０
０及び冷却器冷水出口側に冷媒と熱交換した後の冷水の温度を検知する温度計測手段４０
１を設け、計測された温度を制御器２００に送信する。制御器２００が、圧縮機１０の圧
縮機能力を調整している。なお、制御器２００としては例えば、ＣＰＵと不揮発正メモリ
を含むマイコンで実現することができ、そこでは、不揮発性メモリに搭載されている圧縮
機能力調整用のプログラムをＣＰＵが実行する。
　これは、後述のすべての実施の形態においても同様である。
【０００９】
　次に、動作について説明する。
冷凍サイクルの動作については、圧縮機１０から吐出された冷媒は、凝縮器３で、冷却水
、外気等と熱交換して、凝縮液化し高圧液冷媒となった後、冷却器用冷媒膨張手段４で、
吸込圧力まで減圧された後、低圧二相冷媒となり冷却器５に流入する。低圧二相冷媒は冷
却器５で、熱源より吸熱して蒸発し、圧縮機１０に至る。
【００１０】
　次に、本発明の温度調整方法について説明する。
　温度計測手段４００，４０１によって計測された冷却器入口側冷水温度と冷却器出口側
冷水温度、と予め設定されている目標冷却器出口側冷水温度から、冷却器入口側冷水温度
と冷却器出口側冷水温度の差（以下、現在温度差と称す。）と冷却器入口側冷水温度と目
標冷却器出口側冷水温度の差（以下、目標温度差と称す。）を算出して、目標温度差と現
在温度差の比（以下、目標能力比と称す。）を求める。冷水流量が一定の場合は、式１～
式５から導かれた式６が示すように、求められた目標能力比に現在の圧縮機能力を乗じて
得られた値が目標圧縮機能力となる。そして前記手順で得られた目標圧縮機能力になるよ
うに圧縮機能力制御を行なう。

　現在の圧縮機能力＝（冷却器入口側冷水温度－冷却器出口側冷水温度）
　　　　　　　　　　　×冷水流量×水の比熱　（式１）
　目標圧縮機能力　＝（冷却器入口側冷水温度－目標冷却器出口側冷水温度）
　　　　　　　　　　　×冷水流量×水の比熱　（式２）
　現在温度差　　　＝冷却器入口側冷水温度－冷却器出口側冷水温度　　　　　（式３）
　目標温度差　　　＝冷却器入口側冷水温度－目標冷却器出口側冷水温度　　　（式４）
　目標能力比　　　＝目標温度差／現在温度差　　　　　　　　　　　　　　　（式５）
　目標圧縮機能力　＝現在の圧縮機能力　×　目標能力比　　　　　　　　　　（式６）

　ここで、－は減算を表し、×は乗算を表し、／は除算を表す。これらの記号を以下でも
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同じ意味で用いることとする。
　図２に目標圧縮機能力の計算例を示す。この計算例について説明する。
　現在の圧縮機能力を１００ＫＷとする。また、現在の冷却器入口側冷水温度を１２℃，
現在の冷却器出口側冷水温度を７℃とする。また、目標冷却器出口側冷水温度を５℃とす
る。この場合、現在温度差は、現在の冷却器入口側冷水温度１２℃と現在の冷却器出口側
冷水温度７℃との差であるから　１２℃－７℃＝５℃　となる。また、目標温度差は、現
在の冷却器入口側冷水温度１２℃と目標冷却器出口側冷水温度５℃との差であるから、　
１２℃－５℃＝７℃　となる。
　従って、目標能力比は、目標温度差／現在温度差であるから、　７／５となる。
　以上より、目標圧縮機能力は、現在の圧縮機能力×目標能力比であるから、
　　１００ＫＷ　×　７／５　＝１４０ＫＷ　となる。
【００１１】
　圧縮機能力を目標圧縮機能力とする方法として、圧縮機の回転数を変更する方法や、負
荷に応じて圧縮機を容量制御するアンロード機構により調整する方法などがある。
　圧縮機能力の算出方法として、計測された圧縮機吐出圧力、圧縮機吸込圧力などの運転
諸量を、予め算出した能力近似式に代入する方法をとってもよい。
【００１２】
　この実施の形態１によれば、現在温度差を用いて容量制御を行なうので、広範囲な運転
条件で流体温度制御が可能となる。また、現在温度差を用いて容量制御を行なうので、運
転中に運転条件が変化しても流体温度を即座に安定した状態となるように制御することが
可能となる。さらに、現在温度差を用いて容量制御を行なうので、予め制御定数を決定す
る必要がなくなり、制御定数決定のための実機試験が不要となるという効果を奏する。
【００１３】
　なお、本実施の形態は水を冷却する場合を示しているが、流体は水以外の、例えばブラ
インや空気のような、他の流体であっても良い。
　本実施の形態は、流体を冷却する場合を示しているが、本発明は流体を加熱する場合も
適用できる。
【００１４】
実施の形態２．
　図３は、この発明の実施の形態２におけるインバータによる回転数制御を行なう圧縮式
冷凍装置の構成図である。
　図３は図１にインバータ６００追加したものである。
　制御器２００によりインバータ６００の周波数を変更して、圧縮機の回転数を変更し、
圧縮機能力の調整を行なう。インバータ６００を用いた周波数制御は、圧縮機のアンロー
ド機構を用いた場合より精度が高いため、流体の冷却器出口側温度をより高い精度で調整
することが可能となる。
　本実施の形態の目標圧縮機能力算出方法は、実施の形態1と同様である。
【００１５】
　この実施の形態２によれば、実施の形態１の効果に加え、流体の冷却器出口側温度をさ
らに高い精度で調整することが可能になるという効果を奏する。
【００１６】
　なお、本実施の形態２ではインバータにより回転数を変更しているが、エンジン駆動の
圧縮式冷水製造装置においては、エンジンに供給する燃料の量を制御することによって、
回転数を変更しても良い。
【００１７】
実施の形態３．
　スクリュー圧縮機はスライドバルブ位置を変更することによって圧縮機能力の制御を行
なうのが一般的であるが、本発明の方法を実施するに当たっては、目標圧縮機能力となる
スライドバルブ容量％（ここで、％とは全閉を２０％、全開を１００％として０～１００
％の範囲内をいう）を算出する必要がある。図４にスクリュー式圧縮機のスライドバルブ
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容量％と冷却能力の関係の一例を示す。
　図４に示す通り、スライドバルブ容量％と冷却能力は、正比例しておらず、また圧縮機
入口側蒸発温度が変化すると、スライドバルブ容量％と冷却能力の関係も変化する。この
ため、予めスライドバルブ容量％と圧縮機能力の関係の近似式を設定する必要がある。し
かし、スライドバルブ容量％と圧縮機能力の関係の近似式作成には、圧縮機運転範囲の全
領域にわたっての能力計測が必要になるが、前記能力計測は非常に大きな試験工数が必要
になるという課題があった。
　図５にスクリュー式圧縮機の圧縮機周波数と冷却能力の関係の一例を示す。
　スクリュー式圧縮機は容積式圧縮機の一種であるため、図５に示すように圧縮機入口側
蒸発温度が変化しても、圧縮機能力は、ほぼ周波数に比例する。よって、目標圧縮機能力
となるであろう周波数を目標周波数とすると、式７～８から、式9が導かれる。

　　現在の圧縮機能力＝K×現在の周波数　　　　　（式７）
　　目標圧縮機能力　＝K×目標周波数　　　　　　（式８）
　　　　ここで、Kは比例定数とする。
　　目標周波数＝現在の周波数×目標能力比　　　　（式９）
　　目標能力比＝目標圧縮能力／現在の圧縮能力　　（式１０）

　式９が示すように、現在の周波数、目標能力比から目標周波数を導くことが出来る。そ
こで、制御器２００は、前記手順で得られた目標周波数になるように圧縮機周波数制御を
行なう。
【００１８】
　本実施の形態３の温度調整方式では、実施の形態１の効果に加え、現在の圧縮機能力及
び目標圧縮機能力の算出が不要なため、予め能力近似式を設定する必要がなくなり、圧縮
機運転範囲の全領域にわたっての能力計測が不要となるという効果がある。
【００１９】
実施の形態４．
　図１あるいは図３の構成図は、この実施の形態４でも用いられる。
現在の圧縮機能力から算出された目標圧縮機能力へ瞬時に変更すると、圧縮機吸込蒸発温
度の急低下による熱交換器内での流体凍結や、圧縮機吐出凝縮温度の急上昇による圧縮機
の損傷が発生する恐れがある。
　これら不具合を防止するために、一定の周期毎（以後、圧縮機能力判定周期と称す。）
に目標圧縮機能力を算出し、目標圧縮機能力算出後、徐々に目標圧縮機能力に変更を行な
う。
　圧縮機能力を急激に変化させないので、前記不具合が、発生する前に保護制御等により
防止することができる。
　図６は、この発明の実施の形態４における圧縮機能力変更方法の概念図である。
　図６の例では、次の圧縮機能力判定周期が到来した瞬間に、圧縮機能力が目標圧縮機能
力になるように圧縮機能力変化を行なっているが、図７のように、次の圧縮機能力判定前
に圧縮機能力変更を終了しても良い。この場合、圧縮機能力変更後、圧縮機能力が安定し
た状態で、圧縮機能力判定を行なうので、圧縮機能力が安定しない状態で圧縮機能力判定
を行なう図６の場合と比べてハンチングの発生を減らすことができる。
【００２０】
　この実施の形態４によれば、圧縮機能力判定周期で目標圧縮機能力を算出し、目標圧縮
機能力算出後、徐々に目標圧縮機能力に変更を行なうようにしたので、実施の形態１の効
果に加え、熱交換器内での流体凍結の問題もなく、圧縮機の損傷発生の問題もなく圧縮機
能力を目標値まで変更することができるという効果を奏する。
　さらに、次の圧縮機能力判定前に圧縮機能力変更を終了するので、上記の効果に加え、
ハンチングの発生を減らすことができるという効果を奏する。
【００２１】
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実施の形態５．
　圧縮機起動時や熱負荷が急激に変動した場合など、圧縮機能力判定周期で算出された目
標圧縮機能力が現在の圧縮機能力と大きく異なっている場合は、圧縮機の能力変化速度が
速くなりすぎて、圧縮機吸込蒸発温度の急低下による熱交換器内での流体凍結や、圧縮機
吐出凝縮温度の急上昇による圧縮機の損傷が発生する恐れがある。
　これら不具合を防止するために、目標圧縮機能力の算出にあたり一定の制限を設けても
良い。
　目標圧縮機能力の制限方法として式１１、式１２のように現在の圧縮機能力を基準に制
限を設ける方法や、式１３、式１４のように単位時間あたりの周波数変化率を基準に制限
を設ける方法などが考えられる。

　目標圧縮機能力　上限＝現在の圧縮機能力×上限定数　　　　　　（式１１）
　目標圧縮機能力　下限＝現在の圧縮機能力×下限定数　　　　　　（式１２）
　ここで、上限定数、下限定数は予め設定しておく。

　目標圧縮機能力　上限＝圧縮機能力変更時間×最大上昇変化率　　（式１３）
　目標圧縮機能力　下限＝圧縮機能力変更時間×最大下降変化率　　（式１４）
　ここで、最大上昇変化率、最大下降変化率（Hz／S）は予め設定しておく。

　いずれの方法も圧縮機能力判定周期で算出された目標圧縮機能力が目標圧縮機能力上限
値以上の場合は、目標圧縮機能力を目標圧縮機能力上限値とし、目標圧縮機能力が目標圧
縮機能力下限値以下の場合は、目標圧縮機能力を目標圧縮機能力下限値とする。
　図８は、この発明の実施の形態５における圧縮機能力変更方法の概念図である。
【００２２】
　この実施の形態５によれば、現在の圧縮機能力を基準に目標圧縮機能力に対して制限を
設けるようにしたので、実施の形態１の効果に加え、熱交換器内での流体凍結の問題もな
く、圧縮機の損傷発生の問題もなく圧縮機能力を目標値まで変更することができるという
効果を奏する。
　また、単位時間あたりの周波数変化率を基準に目標圧縮機能力に対して制限を設けるよ
うにしたので、実施の形態１の効果に加え、熱交換器内での流体凍結の問題もなく、圧縮
機の損傷発生の問題もなく圧縮機能力を目標値まで変更することができるという効果を奏
する。
【００２３】
実施の形態６．
　水温センサに測定誤差がある場合、圧縮機能力が算出された目標圧縮機能力に到達する
前に流体の熱交換器出口側温度が目標温度に到達することがある。このような場合、圧縮
機能力が算出された目標圧縮機能力に到達すると、流体の熱交換器出口側温度は目標温度
より外れてしまうという現象が発生する。図９は本現象のイメージ図である。
　このような場合、流体の熱交換器出口側温度が目標温度に到達したのを検知すると、圧
縮機能力変更を中止して、次の圧縮機能力判定周期まで、圧縮機能力を目標温度到達時点
の圧縮機能力に固定する。
　図１０に本実施の形態での圧縮機能力変更の概念図を示す。
　この実施の形態６によれば、上記の制御を行なうことによって、圧縮機能力のオーバー
シュートを防止できるので、温度制御が安定するという効果を奏する。
【００２４】
実施の形態７．
　実施の形態７の制御においては、流体の熱交換器出口側温度が目標温度と一致するまで
、圧縮機能力変更を行なう。このため実用上支障のない程度まで、流体の熱交換器出口側
温度が目標温度に近づいている場合も、圧縮機能力の変更をするので、かえって流体の熱
交換器出口側温度がハンチングを起こすことがある。
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　このような不具合を防止するため、本実施の形態７においては、目標温度付近の実用上
支障のない程度の範囲に不感帯と称する領域を設定する。この場合、不感帯の領域は使用
者により外部から任意に設定可能であり、環境条件に応じて設定値が決定される。そして
、圧縮機能力変更中に流体の熱交換器出口側温度が不感帯領域外から不感帯領域内に入っ
た場合は、圧縮機の能力変更を終了する。また圧縮機能力判定周期に流体の熱交換器出口
側温度が不感帯内にある場合は、圧縮機能力変更を行なわない。この結果、不要な圧縮機
能力変更を行なわなくなり、流体の熱交換器出口側温度のハンチングを防止することがで
き、温度制御が安定する。
　図１１は本実施の形態７の制御領域イメージ図である。
　図１２は本実施の形態７における制御器２００の制御フロー図である。
　次に、本実施の形態７における制御器２００の動作を図１２のフロー図を参照して説明
する。
　図１２の動作フローは制御器２００によって定期的にまたは不定期に実施される。
　制御器２００は、この動作フロー中でまず、熱交換器出口側温度が不感帯内であるか否
かを調べる（ステップＳ１２１）。熱交換器出口側温度が不感帯内であれば、圧縮機の能
力変更は行わないで（ステップＳ１２２）終了する。熱交換器出口側温度が不感帯でなけ
れば、制御器２００は、目標圧縮機能力を算出した（ステップＳ１２３）後、この目標圧
縮機能力に向けて圧縮機能力の変更を開始する（ステップＳ１２４）。次に、制御器２０
０は、熱交換器出口側温度が不感帯内であるか否かを調べる（ステップＳ１２５）。熱交
換器出口側温度が不感帯内であれば、ステップＳ１２８へ飛ぶ。熱交換器出口側温度が不
感帯でなければ、制御器２００は、圧縮機能力が目標圧縮機能力に到達したか調べる（ス
テップＳ１２６）。圧縮機能力が目標圧縮機能力に到達したらステップＳ１２８へ飛ぶ。
ステップＳ１２８において、制御器２００は圧縮機の能力変更を終了する。圧縮機能力が
目標圧縮機能力に到達しなければ、ステップＳ１２５へ戻る。
【００２５】
　この実施の形態７によれば、圧縮機能力変更中に流体の熱交換器出口側温度が不感帯領
域外から不感帯領域内に入った場合は、不要な圧縮機の能力変更を終了し、圧縮機能力判
定周期に流体の熱交換器出口側温度が不感帯内にある場合は、不要な圧縮機能力変更を行
なわないようにしたので、流体の熱交換器出口側温度のハンチングを防止することができ
、温度制御が安定するという効果を奏する。
【００２６】
実施の形態８．
　圧縮機能力変更が終了した後も、冷凍機の運転状態が安定するまでは、または温度セン
サの応答遅れ等によって、流体の熱交換器出口側温度は変化することがある。特に圧縮機
能力を大きく変更した場合は、圧縮機能力変更が終了した後に発生する流体の熱交換器出
口側温度の変化は大きくなりやすい。
　不感帯が狭い場合は、流体の熱交換器出口側温度が不感帯に入った時点で圧縮機能力変
更を終了しても、圧縮機能力変更が終了した後の流体の熱交換器出口側温度変化によって
、流体の熱交換器出口側温度が不感帯から外れてしまうことがある。このような現象が発
生した場合、流体の熱交換器出口側温度は目標温度周辺でハンチングを起こす可能性があ
る。
　図１３に本現象のイメージ図を示す。
【００２７】
　このような不具合を防止するため、本実施の形態８では、目標温度付近に不感帯を含む
ディファレンシャル領域と称する領域を設定する。この場合、ディファレンシャル領域は
使用者により外部から任意に設定可能であり、環境条件に応じて設定値が決定される。そ
して、圧縮機能力変更中に流体の熱交換器出口側温度がディファレンシャル領域外からデ
ィファレンシャル領域内に入った場合は、圧縮機の能力変更を中止する。
　図１４は、本実施の形態８の熱交換器出口側温度と制御領域の関係を示す図である。
　本実施の形態８の制御においては、流体の熱交換器出口側温度が不感帯に入る前に圧縮
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機能力を一旦固定し、不感帯付近でかつ冷凍機の運転が安定した状態で再度目標圧縮機能
力を判定するので、現在の圧縮機能力と目標圧縮機能力との差が小さくなり、圧縮機能力
変更終了後の温度変化量が小さくなって、圧縮機能力変更終了後に流体の出口側温度が不
感帯域から外れてハンチングすることがなくなる。
　この結果、温度制御が安定するという効果を奏す。
　図１５は、本実施の形態８における制御適用後の流体の熱交換器出口側温度のイメージ
図である。
　図１６は、本実施の形態８の制御フロー図である。
　次に、本実施の形態８における制御器２００の動作を図１６のフロー図を参照して説明
する。
　図１６の動作フローは制御器２００によって定期的にまたは不定期に実施される。
　制御器２００は、この動作フロー中でまず、熱交換器出口側温度が不感帯内であるか否
かを調べる（ステップＳ１６０）。熱交換器出口側温度が不感帯内であれば、圧縮機の能
力変更は行わないで（ステップＳ１６１）終了する。熱交換器出口側温度が不感帯でなけ
れば、制御器２００は、目標圧縮機能力を算出した（ステップＳ１６２）後、この目標圧
縮機能力に向けて圧縮機能力の変更を開始する（ステップＳ１６３）。次に、制御器２０
０は、熱交換器出口側温度がディファレンシャル領域内であるか否かを調べる（ステップ
Ｓ１６４）。熱交換器出口側温度がディファレンシャル領域内であれば、ステップＳ１６
８へすすみ、ディファレンシャル領域内でなければステップＳ１６５へ進む。
　ステップＳ１６５において、制御器２００は、熱交換器出口側温度がディファレンシャ
ル領域内であるか否かを調べる。熱交換器出口側温度がディファレンシャル領域内であれ
ばステップＳ１６７へ進み、ディファレンシャル領域内でなければステップＳ１６６へ進
む。ステップＳ１６６において、制御器２００は、圧縮機能力が目標圧縮機能力に到達し
たか調べる。圧縮機能力が目標圧縮機能力に到達したらステップＳ１６７へ進み、目標圧
縮機能力に到達しなければステップＳ１６８へ戻る。ステップＳ１６７において、制御器
２００は圧縮機の能力変更を終了する。
　ステップＳ１６８において、制御器２００は、熱交換器出口側温度が不感帯内であるか
否かを調べる。熱交換器出口側温度が不感帯内であればステップＳ１６７へ進み、不感帯
でなければステップＳ１６９へ進む。ステップＳ１６９において、制御器２００は、圧縮
機能力が目標圧縮機能力に到達したか調べる。圧縮機能力が目標圧縮機能力に到達したら
ステップＳ１６７へ進み、目標圧縮機能力に到達しなければステップＳ１６８へ戻る。ス
テップＳ１６７において、制御器２００は圧縮機の能力変更を終了する。
【００２８】
　この実施の形態８によれば、流体の熱交換器出口側温度が不感帯に入る前に圧縮機能力
を一旦固定し、不感帯付近でかつ冷凍機の運転が安定した状態で再度目標圧縮機能力を判
定するので、圧縮機能力変更終了後に流体の出口側温度が不感帯域から外れてハンチング
することがなくなるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】この発明の実施の形態１における圧縮機式冷凍装置の構成図である。
【図２】この発明の実施の形態１における目標能力算出方法の概念図である。
【図３】この発明の実施の形態２におけるインバータによる回転数制御を行なう圧縮式冷
凍装置の構成図である。
【図４】電動機駆動の容積式圧縮機における周波数と冷却能力の関係を示した図である。
【図５】電動機駆動の容積式圧縮機におけるスライドバルブ容量と冷却能力の関係を示し
た図である。
【図６】この発明の実施の形態４における圧縮機能力変更方法の概念図である（その1）
。
【図７】この発明の実施の形態４における圧縮機能力変更方法の概念図である（その２）
。
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【図８】この発明の実施の形態５における圧縮機能力変更方法の概念図である。
【図９】この発明の実施の形態６におけるセンサに測定誤差があり目標温度に到達した場
合の熱交換器出口側温度で発生する現象を示すイメージ図である。
【図１０】この発明の実施の形態６における目標温度に到達した場合の圧縮機能力変更方
法の概念図である。
【図１１】この発明の実施の形態７における熱交換器出口側温度と制御領域の関係を示す
図である。
【図１２】この発明の実施の形態７における制御フロ－図である。
【図１３】この発明の実施の形態８における制御適用前の圧縮機能力変更後に熱交換器出
口側温度で発生する現象を示すイメージ図である。
【図１４】この発明の実施の形態８における熱交換器出口側温度と制御領域の関係を示す
図である。
【図１５】この発明の実施の形態８における制御適用後の流体の熱交換器出口側温度のイ
メージ図である。
【図１６】この発明の実施の形態８における制御フロー図である。
【符号の説明】
【００３０】
　１　凝縮器，４　冷却器用膨張手段，５　冷却器，１０　圧縮機，２００　制御器，４
００　冷却器入口側冷水温度検出手段，４０１　冷却器出口側冷水温度検出手段，６００
　インバータ。

【図１】

【図２】

【図３】
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